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エ コ バ ラ ンス に よ る 環 境 会 計 の 実 践

宮 崎 修 行

（富士短期大学）

１
．
環 境 会 計 とエ コ パ ラ ン ス

筆者はこれまで大学や企業な どで、 しば しば環境会計 の講 義や講演をしてきたが、 「環境」

と 「会計」 の結びつき は、 「社 会」 と 「会計」 の結 びつきより もいっそう 一 イメ ージ し

に く い も の で、 参 加 者 の ほ と ん ど に と り 「未 知 の テ ー マ」 と い っ た 状 況 で あ っ た。

「環境」 と 「会計」 を 関連づける 「環境 会計」 は、２０世紀の初頭に近代経済学 （とり わけ公

共経 済学 やピ グーなどの厚生経済学） に おいて提唱された 「外部費用」 に関する理 論な どの実

践 形 態 と し て、 国 連 や ＯＥＣＤ な ど に よ り、 ま ず マ ク ロ 会 計 と し て 発 展 し た。

こ の ア プ ロ ー チ は、 た い へ ん 興 味 深 い も の で あ る が、 当 然 そ れ は 個 別 企 業 の ミ ク ロ 会 計 で あ

る 「企業 会計」 として展開されたもので はな かっ た。

しか し、 「（地域） 公害」 時代から９０年代の 「（地 球） 環境」 時代に突入 し、 企業の環境 に対

する、 自発的 ・全社 的・継続 的取り 組みが 重要に なると ともに、 個 別企業 の環境 指向的経 営

（経営エコロジー） を支援するた めの （ミクロ的） 企業環境会 計の必要性が、 とりわけ先進 工

業 国 で は 切 実 な も の に な っ て き た。

また、 企業の種々の 利害関係者も、 企業の環境
パフォ ーマンス （環境上の成果と負荷） に 関

する情報を種々の 理由 から要求するようになってきた。 ここに、 内部管理目的の環境会計と外

部報告目的の環境会計 が成 立する契機が存在 した１）。

こ の よ う な 新 し い 環 境 会 計 は、 今 日 ま で 基 本 的 に ２ つ の 技 法 に よ っ て 進
め ら れ て き た。 そ の

第 １ は、 主 に イ ギ リ ス、 ア メ リ カ、 ドイ ツ、 北 欧 諸 国
な ど で 進 め ら れ て き た 伝 統 的 な 貨 幣 的 ・

制 度 的 会 計 の 拡 張 で あ る。
グ レ イ （Ｒ．Ｈ．Ｇｒａｙ） な ど は、 伝 統 的

な 会 計 に 新 た な 社 会 的 次 元 や

シ ス テ ム ズ ・ ア プ ロ ー チ を 導 入 し・ ま た 外 部 費 用 の 内 部 化
な ど の 手 法 を 利 用 し て・ 地 道 な 制 度

改革 を提 唱した２㌧ また・ ドイ ツ で は・ 精 緻
な 現代 的原 価計算 の手 法を用 いた 環境 原価 計算

（Ｕ ｍ ｗｅ１ｔｋｏｓｔｅｎｒｅｃｈｎｕｎｇ） の 手 法 が 提 唱 さ れ た
３）
。

そ の 第 ２ は
、
主 に
、
ス イ ス

、
オ ラ ン ダ

、
ド イ ツ

、
オ ー ス ト リ ア

、
ス ウ ェ ー デ ン、

ノ ル ウ ェ ー

な ど で 進 め ら れ て き た、 環 境 負 荷 の 非 貨 幣 的 測 定 を 柱 と す る エ コ バ ラ ン ス （Ｅｃｏｂａ１ａｎｃｅ＝ Ｅｃｏ一
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１ｏｇｉｃａ１ Ｂａ１ａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ） を 使 用 す る、 新 し い 環 境 会 計 領 域 の 創 造 で あ る。 こ の 動 き は ま た、

国 際 標 準 化 機 構 （Ｉｎｔｅｍ ａｔｉｏｎａ１ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚａｔｉｏｎ：ＩＳＯ） の 環 境 管 理 国 際 標

準化作業４）の進展と密接な 関連を 有す る。

本 論 で は こ の う ち、 筆 者 が こ れ ま で 主 に 研 究
し て き た 第 ２ の タ イ プ の エ コ バ ラ ン ス を 作 成 ・

利用 する環境会計の、 スイス企業での最近の 事例
を中心に取りあげ 孔

２． エ コ
パ ラ ン スの 意 義

エコバラ ンス は科学 的環 境管 理を指向する、 いわゆる
「環境を意識 した経営」 に努力する環

境先進的企業の現実 的必要 性の中から発達してきたものであり、 業種・規模等の相違により、

種々の内容の もの が存 在す る。

し か し、
基 本 的 に い っ て、 エ コ

バ ラ ン ス と は、

ｌ１〕 企業の引き起こ す環 境負荷 （自然環境からの抽出：企業へのイ ンブッ ト十 自然環境 への

排出 ： 企業 からのアウ トプッ ト） を それぞ れの負荷要 素にふさわ しい物量 単位で トータ

ル に 把 握 ・ 測 定 し、

（２） そ れ らの物量数 値を環 境負荷の 相対的 大きさを 本質的 に表示す る等価係 数 （イ ンバク

ト ・ フ ァ ク タ ー、 エ コ フ ァ ク タ ー
な ど と よ ば れ る） で 重 み づ け し、

（３） その計算 プロセ スおよび計算結果を （環境負荷） 計算書の形 態にま とめ、 報告するもの

で あ る。

ス ウ ェ ー デ ン で は、 こ の ｌ１〕 ～ （３〕 の 手 続 き 全 体
を さ し て 「環 境 会 計 （Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａ１Ａ ㏄ｏｕｎｔ－

ｉｎｇ）」 と よ ん で い る
５）
。

エ コ フ ァ ク タ ー は、 地 球 環 境 の 保 全 と い う 観 点
か ら み た、 環 境 負 荷 種 類 別 の ダメ ー

ジ の 強 さ

を表 示す るものであり、 「地 球環境という 〈希少
な財〉 に 対す る負 荷強度の指標」 という本質

を 持 っ。 ス イ ス 方 式 で は、 エ コ フ ァ ク タ ー は 「あ る 種 類
の 環 境 負 荷 の 現 在 の 規 模 （Ｆ） と、 当

該環 境負 荷の危機的な規模 （Ｆ。） との間の関数」 として算定さ れる
６）
。

エ コ フ ァ ク タ ー ＝ （１／Ｆｋ） × （Ｆ／Ｆｋ）

し た が っ て、 環 境 負 荷 は つ ぎ の 式 で 算 定
さ れ る （た だ し、 ＵＢＰ ＝ Ｕ ｍｗｅｌｔｂｅｌａｓｔｕｎｇｓｐｕｎ

ｋｔ：

ＥｎｖｉｒＯｎ ｍ ｅｎｔａｌ Ｌｏａｄ Ｕ ｎｉｔ： 環 境 負 荷 単 位）。

環 境 負 荷 ： 物 量 数 値 （ｋｇ， ㎡ 等） × エ コ フ ァ ク タ
ー （ＵＢＰ／ｋｇ，

ＵＢＰ／㎡ 等）

このよ うに して、 種々 の物量単 位で測
定された 環境負 荷は、 統一 的

な環 境上の尺 度であ る

ＵＢＰ 数 値 に 変 換 さ れ、 相 互 に 加 法 性
・ 比 較 性 を 獲 得 す る こ と に な る。 こ れ に よ り・

こ の 方 式

で作成されたエコ バラ ンス は、
通常 の貨幣的会計におけると本質的に は変わ らない分析 や操 作
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が 可 能 と な る。

３． エ コ
パ ラ ン スの 作 成 と実 康 の 応 用

以 上 の 方 式 の エ コ バ ラ ン ス は・ 年 次 比 較・ 企 業 間 比 較・ セ グ メ ン ト 別 比 較・ さ ら に 連 結 エ コ

バラ ンス作成など多様な操作性を獲得 し、 ま たこれにより企業の環境面 での あらゆる弱点分析

が 容 易 に な る。

ま た さ ら に・ 同 じ 機 能 単 位 を 共 通 分 母 と し て の・ 異 な る 原 材 料・ 製 造 プ ロ セ ス・ 部 品・ 製 品

な どの環境負 荷比較が容易に行える。

そ こ で つ ぎ に、 報 告 に お い て 提 示 さ れ た 若 干 の 代 表 的 エ コ
バ ラ ン ス を 示 し た い７）。

図 １ は・ ス イ ス で ト イ レ ッ ト 製 晶 の 製 造 ・ 販 売 を 行 う ゲ
ベ リ ー ト 社 （Ｇｅｂｅｒｉｔ ＡＧ） の エ コ

バラ ンスであり、 同社 の平均的な工場の環境負荷を、 そ の領域別に分類把握 して表示 した もの

で あ る。 図 ２ は、 そ れ を さ ら に 発 生 源 泉 別 に 分 類 表 示 す る。

この ２つの 図か ら、 最 大の環 境負荷 が大気 汚染であ り、 そ れが工場 で使用す る電 気エネ ル

ギー （の調達） か ら発生す ることが分かる。 このような データをもとに、 さ らに経済 的な費用

便益関係を加味 して・ 環境上の 弱点分析を科学的に行 い・ そ れを改善す 私

同 社 は、 工 場 エ コ
バ ラ ン ス の 他 に、 ま た 製 晶 エ コ

バ ラ ン ス も 作 成 す る。 図 ３ は、 種 々 の 原 材

料によるトイ レ水槽の比較を行 ㌔ 種々 のプラスチックとセラ ミック 素材が非常に異なる環境

負 荷 を 示 す こ と が 分 か る。 素 材 別 で は な く、 ト イ レ 水 槽 を 機 能 別 に 分 解 し た エ コ
バ ラ ン ス も 作

ＵＢＰ

エネ ル ギー 大 気 負 荷 水質負荷 廃棄物 負 荷 合言十

■ 調達 によ る 負 荷

麗 経営 活動 に よ る排 出

園合 計

出 典 ： 図 １ ～ ８ は Ａ．
ブ ラ ウ ン シ ュ ヴ ァ イ ク， Ｒ． ミ ュ ラ ー ・

ヴ ェ ン ク 『企 業 の エ コ パ ラ ン ス ー 環

境 会 計 の 理 論 と 実 践 一 」 （宮 崎 修 行 訳、 白 桃 書 房） に よ る。

図 １ 工 場 の エ コ バ ラ ン ス １９９１ 年
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図 ２ 工 場 の エ コ バ ラ ンス １９９１ 年

ＵＢＰ

＝・＝＝＝＝圭＝：＝＝＝＝

［

ＡＳＡ ＰＶＣ ＰＰ 原 材 料 Ｋ

（プラ ス チ ッ ク） （プ ラ ス チ ッ ク） （プ ラ ス チ ッ ク） （セ ラ ミ ッ ク）（プラ ス チ ッ ク）

■ エ ネ ル ギー

麗 大気負荷

田 水質負荷

□固形廃棄物

（プ ラ ス チ ンク） （プ ラ ス チ ン ク） （セ ラ ミ ン ク）

図 ３ 種 々 の 原 材 料 に よ る トイ レ水 槽 の コ ア バ ラ ンス
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ＵＢＰ

水 を貯 開 口部 放 水 を 追 加 放 水位 を 各 部 を 運 絡 を 輸 送 を 合 言十

蔵 す る の 栓 を 開始 ／ 水 を す る 調 整す る 連 絡 す る 可 能 に 可 能 に

す る 終 了 す る す る す るす る す る

■ エネ ル ギ ー 機 能

麗 大気負荷

国水質負荷

口固形廃棄物

図 ４ ト イ レ水 槽 （プラ ス チ ック Ａ） の 機 能 に 従 っ た エ コ バ ラ ン ス

燃 料油ＥＬ 天妖 カ ス 士 水

１
，
０００ＵＢＰ ／ 従 業 員

８ ベルヴユープラッツ …董董ヨディーティコン 闘 デューベン ドルフ

図 ５ 支 店 経 営 の エ コ バ ラ ンス （従 業 員 １ 人 当 たり の １，ＯＯＯＵＢＰ）

成 で き （図 ４）、 こ れ も 将 来 の 製 品 設 計 に 有 用 で あ る。

代 わ っ て、 図 ５ は ス イ ス 銀 行 （Ｓｃｈｗｅｉｚｅｒｉｓｃｈｅｒ Ｂａｎｋｖｅｒｒｅｉｎ） の 作 成 し た、 支 店 別 を 加 味

し た、 環 境 負 荷 発 生 源 泉 別 エ コ バ ラ ン ス で あ る
７）
。

ス イ ス 銀 行 （チ ュ ー リ ヒ 管 轄 地 域） は、
「経 営 エ コ ロ ジ ー 的 管 理 手 段 と し て の エ コ バ ラ ン ス

の 適 性」 を 検 討 す る た め、 エ コ バ ラ ン ス の 作 成 に 着 手 し、 ま ず 図 ５ の よ う な 環 境 負 荷 ポ イ ン ト



３６ 社 会 関 連 会 計 研 究 第 ９号

（ＵＢＰ） を 「従業 員１人当り」 に換算することにより、 経営単位間のエコ ロジカ ルな比較を可

能 に し た。

製 造 業 と は 異 な り、 特 定 の 製 品 を 製 造 す る わ け で は
な い 銀 行、 証 券、 サ ー ビ ス 業 な ど に お い

て は、 こ の
よ う な 工 夫 が な け れ ぱ エ コ バ ラ ン ス は 真 に 有 効 性 を 発 揮 で き な い。 経 営 内 部 的 に 分

析するにも、 利害 関係
者に結果を伝達するにも、 企業や工場 の環 境

負荷数値の総額だけでは・

意思決定にあまり役立 たな いことが多い。

また、 図６で は各本 社・支社別に総
額と しての環境負 荷が表示され、 各店の環境

パフォーマ

ンスが一目瞭然となっ ている。 この図では細かい分 析は不可 能であるが、 本社およ
び各支社の

責 任 者 が、 こ の エ コ
バ ラ ン ス に よ っ て、 環 境 負 荷 削 減 に 向 か っ て 大 い に 動 機

づ け ら れ る さ ま が

（環境 負荷削減競争）、 まこ
とに目に浮かぷよう であ る。 事実、 この数値により支社長

の賞与 の

額 が 変 わ る と い う こ と で あ る。

さ らに、 エコ
バランスに表される環境負 荷の数値 （ＵＢＰ） と、 他の経営上の重要

な 指標 数

値 （貨幣単位）、 とりわけ売上高、 付加 価値、
原価、 種々 の段階での利益な どを結 びっ け

た応

用 エ コ バ ラ ン ス も 実 際 に 作 成 利 用 さ れ て い る。

さ き ほ ど 紹 介 し た ゲ ベ リ ー ト 社 で は、 図 ７ の よ う な 本 社 ・ 支 社 別 の エ コ
バ ラ ン ス を 作 成 し た

後、 さ らに図８のような形の各本社・ 支社 別
の 〈環境負荷１単位当りの貢献利益〉 の数値を表

示す る図が経常的に作成され、 環境と 収
益 性の問題をめ ぐって取締役会で 熱心 に論 議さ れてい

た目）
。

８３８

４０９ ３９６
４１９

１．ＯＯ０

８００

６００

４００

２００

０

本 店 建 物 ベ ル ヴ ユ ー プ ラ ッ ッ デ ィ ＿ テ ィ コ ン デュ ＿ ベン ド ルフ

図 ６ 従業 員 １ 人 当 た り の 環 境 負 荷 単 位 （１，０００ ＵＢＰ） の 合 計

（スイ ス 銀 行 チ ュ ー リ ヒ 管 軸 地 域 １９９１ 年 度 の エ コ バ ラ ン ス）
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図 ７ ゲ ベ リ ー ト社 の ９３ 年 度 の 環 境 負 荷
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図 ８ ゲ ベ リ ー ト社 の 環 境 負 荷 １ 単 位当 た り の 鈍 利 益

４． 総 括 と 展 望

さ て、 エコバランスを利用する環境会計の最近の 企業事例 につ いて、 いくつかの図を中心と

し て 説 明 し て き た が、 こ れ ら は い ず れ も 実 際 に エ コ バ ラ ン ス が 利 用 さ れ る 典 型 的 ケ ー ス で あ る。

現 在 ス イ ス で は、 こ の よ う な エ コ バ ラ ン ス を 作 成 し て 経 営 判 断 に 利 用 す る 会 社 は １ＯＯ 社 近 く

に の ぼ る と 推 定 さ れ、 本 稿 で は、 こ の よ う な ス イ ス の 事 例 に も と づ い て 若 干 の 例 を 説 明 し た に

過 ぎ ず、 ド イ ツ、 フ ラ ン ス、 オ ラ ン ダ、 ス ウ ェ ー デ ン な ど に も、 こ の よ う な エ コ
バ ラ ン ス の 興

味深い作成利用事例 が発見できる。

今 後 は 先 に も 述 べ た よ う に、 ＬＣＣ （ラ イ フ サ イ ク ル ・ コ ス テ ィ ン グ） な ど の 貨 幣 的 環 境 会

計 と の 共 同 が さ ら に 有 用 性 向 上 の た め 不 可 避 で あ る と と も に９）、 エ コ
バ ラ ン ス 作 成 の も と と な

る デ ー タ の 正 確 性 向 上 が・ エ コ バ ラ ン ス の 信 頼 性 を 獲 得 す る た め キ ー ポ イ ン ト に な る こ と で あ

ろ う。

こ の 後 者 の 間 題 に つ い て は、 ＩＳＯ／ＴＣ ２０７／ＳＣ５ で 集 中 的 に 審 議 が 進 め ら れ て い る、 ＬＣＡ

（ラ イ フ サ イ ク ル ・ ア セ ス メ ン ト） が 大 き な 関 わ り を 持 つ （ち な み に、 ＬＣＡ は、 本 稿 の 言 葉 で
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い え ば 「製 晶 エ コ バ ラ ン ス」 の こ と で あ る）。

しか し、ＩＳＯ は本 来工 業 技術 的 領域 を専 門 にす る 機関 で ある か ら、 我
々 会計 人 はＩＳＯ の

（自然科学的） 用 語などを会計的 （社会科学的） センスに合わせて修正 して使用す ることが必

要である。 このよう
な間題の検討を含め て、 今後エコ

バランスをわが国の経営実務 に定着さ せ

るべく、 そ の理論的研
究の進展とと もに、 実践的利用法の開発が急務といえよう。
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